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第２章 京丹後市の現状と課題 

 

第１節 障害者の状況 

１．障害手帳所持者数の状況 

 

平成16年から平成18年の障害者手帳所持者数の状況をみると、平成18年で

は4,096人となっています。 

一方、各種手帳別にみると、「療育手帳所持者数」「精神障害者保健福祉手帳所持

者数」についてはここ数年、増加傾向が続いています。 

 
 

区 分 手帳所持者 

総数 

身体障害者手帳
※ 

 

所持者数 

療育手帳
※ 

  

所持者数 

精神障害者 

保健福祉手帳
※ 

 

所持者数 

平成 16 年 4,110 3,425 506 179 

平成 17 年 4,041 3,326 508 207 

平成 18 年 4,096 3,329 530 237 

※各年４月時点の数値 

 

 

 

※ 身体障害者手帳： 
 身体に障害のある人が「身体障害者福祉法」に定める障害に該当すると認められた場合に交付されるもの。
身体障害者手帳の等級は重度から１級～６級に区分されているが、さらに障害により視覚、聴覚、音声言語、

肢体不自由、内部（呼吸器や心臓、じん臓、ぼうこう または直腸、小腸、免疫機能）に分けられる。 

 
※ 療育手帳： 
 児童相談所または知的障害者更生相談所において、知的障害と判定された人に対して交付される手帳。障害

の程度は、Ａ判定が重度、B判定が中度・軽度と記載される。 

 

※ 精神障害者保健福祉手帳： 
 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」に基づき、都道府県知事および指定都市の市長が交付する手
帳で、一定の精神障害の状態にあることを証する。精神障害者の社会復帰の促進および自立と社会参加の促

進を図ることを目的としており、交付を受けた人に対して各種の支援策が講じられる。手帳の等級は、１・

２・３級まであり、精神疾患（機能障害）の状態と能力障害の状態の両面から総合的に判定される。 
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障害種別手帳所持者の割合

精神障害者保健福
祉手帳所持者数

5.8%

身体障害者手帳
所持者数
81.3%

療育手帳所持者数
12.9%

等級別割合

1級 26.6%

2級 14.2%

3級 15%

4級 24.7%

5級 9.6%

6級 9.9%

 身体障害者
手帳所持者
3,329人

種類別構成比

肢体不自
由 53.4%

内部障害
26.0%

聴覚・平衡
機能障害
10.4%

音声・言
語・そしゃ
く機能障害
1.3%

視覚障害
9.0%

 身体障害者
手帳所持者
3,329人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）身体障害者手帳所持者の状況 
 

身体障害者手帳所持者の等級別割合をみると、状況をみると、『軽度』（「５級」

と「６級」の合計）については、20％前後であるのに対し、『重度』（「１級」と「２

級」の合計）については、40％を越えており、『軽度』より『重度』の割合が高く

なっています。 

一方、身体障害者手帳所持者の種類別構成比をみると、「肢体不自由」の割合が

最も高く、次いで「内部障害
※ 

 」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

※平成 18 年４月現在 

※平成 18 年４月現在 

※ 内部障害： 
 身体障害の一種類で、呼吸器機能障害、心臓機能障害、じん臓機能障害、ぼうこう・直腸障害、小腸障害、
後天性免疫不全症候群がその障害範囲。 
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（２）療育手帳所持者の状況 
 

療育手帳所持者の等級別割合を

みると、「Ａ」が 49.8％、「Ｂ」が

50.2％と約半数づつの割合となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 
 

精神障害者保健福祉手帳所持者

の等級別割合をみると、「1級」が

19.8％、「２級」が 54.0％、「３

級」が 26.2％となっており、「２

級」の割合が最も高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

等級別割合

A 49.8%B 50.2%
 療育手帳所持者

530人

※平成 18 年４月現在 

等級別割合

１級 19.8%
３級 26.2%

２級 54.0%

 精神障害者保健
福祉手帳所持者

237人

※平成 18 年４月現在 
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平成16年4月 平成17年4月 平成18年4月

身体　　　　　（人） 8 9 5
（時間） 153.0 192.0 135.0

家事　　　　　（人） 6 9 8
（時間） 105.5 130.5 118.5

日常　　　　　（人） 0 0 0
（時間） 0 0 0

身体　　　　　（人） 0 0 2
（時間） 0.0 0.0 5.0

家事　　　　　（人） 3 4 8
（時間） 46.0 52.0 150.5

身体　　　　　（人） 1 2 0

（時間） 4.0 1.0 0.0

家事　　　　　（人） 8 11 16
（時間） 150.0 151.0 145.0

身体　　　　　（人） 4 2 1

（時間） 68.0 56.5 40.0
家事　　　　　（人） 1 0 0

（時間） 4.0 0.0 0.0

実利用人数 31 37 40

延べ利用時間数 530.5 583.0 594.0

ホームヘルプサービス
（身体障害者居宅介護）

ホームヘルプサービス
（知的障害者居宅介護）

ホームヘルプサービス
（精神障害者居宅介護）

ホームヘルプサービス
（障害児居宅介護）

合　計

区分

ホームヘルプサービス

31 37 40

583.0 594.0
530.5

0

20

40

60

80

100

平成16年4月 平成17年4月 平成18年4月

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

実利用人数 延べ利用時間数

  人   時間

 

２．支援費サービスの利用状況 

（１）居宅生活支援費の利用状況 
 

■ ホームヘルプサービス 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点のホームヘルプサービスの利

用状況をみると、「実利用人数」「延べ利用時間」ともに増加傾向にあります。 
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ガイドヘルプサービス

39

54 54

897.0

1,006.0

576.0

0

10

20

30

40

50

60

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

実利用人数 延べ利用時間数

  人   時間

単位：人、時間

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

実利用人数 22 22 20
延べ利用時間数 311.0 306.0 245.0

実利用人数 6 17 19
延べ利用時間数 115.0 342.0 172.0

実利用人数 0 1 0
延べ利用時間数 0.0 8.0 0.0

実利用人数 11 14 15
延べ利用時間数 150.0 350.0 480.0

実利用人数 39 54 54
延べ利用時間数 576.0 1,006.0 897.0

障害児

身体障害者

知的障害者

精神障害者

合　計

区　分

 

■ ガイドヘルプサービス 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点のガイドヘルプサービスの利

用状況をみると、増減はあるものの、全体としては増加傾向にあります。 

「知的障害者」については、平成16年４月と平成17年４月を比べると、実利

用人数・延べ利用時間数ともに大幅に増加しているものの、18年度４月をみると、

延べ利用時間数が大幅に減少しています。しかし、ガイドヘルプサービスについて

は、ここ数年でサービス利用の大幅な増加がみられるサービスとなっています。 
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デイサービス

57

88
102

295

391
427

0

20

40

60

80

100

120

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

0

100

200

300

400

500

600

実利用人数 延べ利用日数

  人  日数

単位：人、日数

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

実利用人数 16 35 46
延べ利用日数 116 161 189

実利用人数 6 6 6
延べ利用日数 84 73 105

実利用人数 35 47 50
延べ利用日数 95 157 133

実利用人数 57 88 102
延べ利用日数 295 391 427

障害児

知的障害者

区　分

身体障害者

合　計

 

■ デイサービス 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点のデイサービスの利用状況を

みると、実利用人数・延べ利用時間数ともに増加傾向にあり、ここ数年利用増加が

大きいサービスとなっています。特に、「身体障害者」と「障害児」におけるサー

ビス利用の増加が顕著となっています。 
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短期入所（ショートステイ）

22 22 24

9392

120

0

5

10

15

20

25

30

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

0

30

60

90

120

150

180

実利用人数 延べ利用日数

  人   日数

単位：人、日数

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

実利用人数 0 0 1
延べ利用日数 0 0 2

実利用人数 13 10 12
延べ利用日数 103 56 56

実利用人数 0 0 1
延べ利用日数 0 0 9

実利用人数 9 12 10
延べ利用日数 17 36 26

実利用人数 22 22 24
延べ利用日数 120 92 93

区　分

身体障害者

知的障害者

障害児

精神障害者

合　計

 

■ 短期入所（ショートステイ） 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点の短期入所の利用状況をみる

と、全体傾向としては、ほぼ横ばいで推移しています。「知的障害者」の利用状況

をみると、実利用人数については、ほぼ横ばいで推移しているものの、延べ利用日

数については減少しています。 
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単位：人

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

知的障害者 実利用人数 9 9 20

精神障害者 実利用人数 2 3 3

合　計　 実利用人数 11 12 23

区　分

グループホーム

11 12

23

0

5

10

15

20

25

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

実利用人数

  人

 

■ グループホーム 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点のグループホームの利用状況

をみると、「知的障害者」については、平成 17 年４月から平成 18 年４月にかけ

て２倍以上の増加となっています。一方、「精神障害者」については、ほぼ横ばい

で推移しています。 
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身体障害者施設

25 25 25

3 3 3

0

5

10

15

20

25

30

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

入所（実利用人数） 通所（実利用人数）

  人

単位：人

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

入所（実利用人数） 5 5 4
通所（実利用人数） 3 3 3

入所（実利用人数） 17 18 18
通所（実利用人数） 0 0 0

入所（実利用人数） 3 2 3
通所（実利用人数） 0 0 0

入所（実利用人数） 25 25 25
通所（実利用人数） 3 3 3

区　分

更生施設

授産施設

療護施設

合　計

 

（２）施設支援費の利用状況 

 

■ 身体障害者施設 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点の身体障害者施設の利用状況

をみると、全体傾向としては、入所利用が多いものの、入所者、通所者ともにほぼ

横ばいで推移しています。各施設ごとにみると、「療護施設」の利用が最も多くな

っています。 
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単位：人

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

入所（実利用人数） 5 5 5
通所（実利用人数） 107 120 123

入所（実利用人数） 95 94 95
通所（実利用人数） 0 0 2

入所（実利用人数） 100 99 100
通所（実利用人数） 107 120 125

合　計

更生施設

区　分

授産施設

知的障害者施設

100 99 100
107

120 125

0

30

60

90

120

150

平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

合　計 入所（実利用人数） 合　計 通所（実利用人数）

  人

 

■ 知的障害者施設 

 

平成16年から平成18年にかけての各年４月時点の身体障害者施設の利用状況

をみると、入所者については、横ばいで推移していますが、通所者については、増

加傾向となっています。各施設ごとにみると、「更生施設」では、ほぼ横ばいで推

移しています。一方、「授産施設」については、通所利用が増加傾向にあります。 
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第２節 ニーズ調査から見る現状 

１．「京丹後市障害者計画策定に係るニーズ調査」 

 

（１）調査の概要 

 

調査期間 平成 17 年 6 月 15 日～平成 17 年 6 月 30 日 

調査対象 
京丹後市在住の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手

帳をお持ちの方全員を対象 

調査の種類 

①身体障害者対象ニーズ調査（身体障害者手帳をお持ちの方） 

②知的障害者対象ニーズ調査（療育手帳をお持ちの方） 

③精神障害者対象ニーズ調査 

（精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方） 

④障害児対象ニーズ調査 

（上記の手帳をお持ちで満 18 歳未満の方） 

 

対象者 配布数 有効回収数 有効回収率 

身体障害者 2,995 1,836 61.3％

知的障害者 317 190 59.9％

精神障害者 206 107 51.9％

障害児 105 58 55.2％

合 計 3,623 2,191 60.5％

 

■ 数値の見方 

 

○ 回答結果は、少数第２位を四捨五入しており、比率の合計が 100.0％にな

らないことがあります。 

○ 複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対してそれぞれの

割合を示しています。そのため、合計が100.0％をこえる場合があります。 

  ○ グラフのＮ数（number of case）及びサンプル数は、有効標本数（集計対

象者総数）を表しています。 

○ 設問の表題、選択肢について長い文は簡略化している場合があります。 
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6.8

70.0

20.5

2.6

4.2

55.8

0.5

1.1

21.7

70.8

5.7

2.0

0 25 50 75 100

ひとりで暮らしている

家族と暮らしている

家族以外の人と

暮らしている

不明・無回答

身体（Ｎ＝1,823） 知的（Ｎ＝190）

精神（Ｎ＝106）

単位：％

42.6

2.6

24.9

0.2

2.1

0.9

3.3

0.4

7.2

4.5

11.5

4.2

55.8

0.5

1.1

8.4

3.7

1.6

0.5

12.1

1.1

11.1

14.2

46.2

2.8

0.9

15.1

3.8

3.8

2.8

4.7

1.8

3.8

0 20 40 60 80

夫、妻

父、母

子ども

祖父、祖母

兄弟、姉妹

親戚の人

ホームヘルパー

民生委員

作業所、

福祉施設職員

その他

不明・無回答

身体（Ｎ＝1,090） 知的（Ｎ＝190）

精神（Ｎ＝106）

単位：％

 

（２）世帯の状況 
 

世帯の状況をみると、世帯構成については、「身体障害者」「知的障害者」「精神

障害者」ともに「家族と一緒に暮らしている」が最も多くなっています。一方、主

な介護者をみると、「身体障害者」については「夫、妻」が多く、「知的障害者」「精

神障害者」については、「父、母」が多くなっており、介護に関して多くの部分を

家族が負担していることがうかがえます。また、今後、介護者の高齢化も予測され

ることから、介護者の負担軽減や介護者の亡き後の対応など、障害があっても地域

で安心して暮らせる支援の充実に努めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

世帯構成 主な介護者 
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33.7

26.4

20.3

0 20 40 60

所得保障を充実してほしい

社会が障害者に理解と関心
をもってほしい

医療体制を充実してほしい

 

単位：％サンプル数1,832

38.7

21.7

17.0

17.0

0 20 40 60

年金制度などの所得保障

の充実

仲間と交流ができ、相談で

きる職員もいる施設の建設

市・保健所の相談や訪問活

動の充実

通院のための交通費の援

助や社会参加のための市

マイクロバスの無料使用

 

単位：％サンプル数106
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46.6

46.6

0 20 40 60

放課後、休日、夏休みなど

に指導者が配置された安心

して過ごせる施設がほしい

社会が、障害者に理解と関

心をもってほしい

所得保障を充実してほしい

 

単位：％サンプル数58

45.8

45.3

29.5

0 20 40 60

年金、手当を増やして

ほしい

みんなが障害者のことを

わかってほしい

なんでも相談にのってくれ

る所がほしい

 

単位：％サンプル数190

 

（３）障害福祉を進めるために必要なこと 
 

障害のある人が地域でともに自立した生活を送るためには、行政だけでなく行政

と住民が協働し、地域全体で支援していく必要があります。障害福祉を進めるため

に今後必要なことの上位３項目についてみると、所得保障に関することや障害者へ

の理解に関すること、身近な相談に関することが上位にあげられており、障害のあ

る人が地域生活を営むうえでこれらの項目に関する福祉施策の充実は重要なもの

となります。また、一方で、障害者への理解と関心を深めるには、広報・啓発活動

の充実だけでなく障害者の社会参加を促進し、障害者と身近に接する機会を多くす

ることも重要であり、地域における交流活動や支え合い、助け合い活動等の促進を

図ることが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者福祉を進めるために今後必要なこと
（上位３項目抜粋） 

（身体） （知的） 

（障害児） （精神） 
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不明・

無回答

6.2%

ない

21.4%

ある

72.3%

サンプル数1,338

ある

72.3%

かかって

いない

25.0%

不明・

無回答

5.8%

サンプル数120

 

（４）疾病の状況 
 

疾病の状況をみると、通院している病気については、「身体障害者」「知的障害者」

ともに「ある」が７割をこえており、身近な生活の場で医療的なケアが受けられる

体制づくりを進めることが必要となります。また、障害については、その原因とな

る疾病等の早期発見・予防についても重要なことから、医療機関、学校・保育所等

と連携し、早期発見・早期治療による予防体制の確立や障害に対する医療・医学的

なリハビリテーション
※ 

 の充実を図ることが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疾病例（上位抜粋） 人数

高血圧症 226

糖尿病 123

心臓病 104

脳梗塞 48

リウマチ 38

狭心症 24

足腰痛 24

胃腸の病気 21

パーキンソン病 20

疾病例（上位抜粋） 人数

てんかん 15

糖尿病 7

精神疾患 6

発作 3

歯痛 3

高血圧 3

脳性麻痺 2

けいれん・ひきつけ 2

現在慢性的な疾病で通院している病気がありますか 
（身体） （知的） 

※ リハビリテーション： 
 障害のある人の身体的、精神的、社会的な適応能力の回復を図るための技術的な訓練プログラムにとどまら
ず、そのライフステージのすべての段階で、社会的・経済的に普通の生活を営むことのできる状態を保障する

ことができるように援助する、障害のある人の自立と参加をめざす障害者施策の理念。 
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20.7

15.5

15.5

13.8

3.4

3.4

5.2

17.2

13.8

20.7

32.8

0 10 20 30 40

療育上の具体的な

相談相手がなかった

適切な医療機関がほしかった

適切な療育施設がほしかった

となり近所の目が気になった

介護のため、仕事をやめざる

をえなかった

保健所・病院などでもっと

指導してほしかった

子どもの介護の

手助けがほしかった

医療費に悩んだ

制度的な検診を早く実施して

ほしかった

その他

不明・無回答

 

単位：％サンプル数58

31.0

15.5

6.9

5.2

12.1

6.9

22.4

0 10 20 30 40

共同作業所など訓練や

作業指導を受けられる

ような施設に通わせたい

企業などへ就職させたい

入所して、訓練など

を受けさせたい

上級学校に進学させたい

職業訓練施設で

訓練を受けさせたい

その他

不明・無回答

 

サンプル数58 単位：％

 

（５）療育・教育について 
 

ニーズ調査によると、障害状況の判定を受けたときの悩みについては、「療育上

の具体的な相談相手がなかった」「適切な医療機関がほしかった」「適切な療育施設

がほしかった」など、療育への支援に関する項目が上位を占めており、乳幼児期か

ら学校卒業にわたって障害のある子どもやその保護者に対する相談と支援を行え

る体制の整備に努めることが必要とされています。また、学校卒業の進路希望をみ

ると、多い少ないはあるものの、進学や企業への就職、福祉的就労など様々にあり、

障害のある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育的支援が行える

よう、特別支援教育
※ 

 の推進を図ることが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

障害状況の判定を受けたときの悩み 
（障害児） 

学校卒業後の進路希望 
（障害児） 

※ 特別支援教育： 
 これまでの特殊教育の対象外であったＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症も含めて障害のある児童生徒に対して
その一人ひとりの特性などを把握し、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うもの。 
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22.7

11.1

9.3

8.4

6.2

0.7

1.0

0.5

1.4

27.7

9.6

1.5

0 10 20 30 40 50

年をとっており仕事はしていない

自営している

病気だから仕事はしていない

障害が重くて仕事はしていない

家族でやっている仕事を手つだっている

会社に勤め仕事をしている

地域活動、ボランティア活動などに参加している

授産施設・共同作業所に通って作業をしている

デイサービスなど自立のための「訓練」を行っている

仕事がしたく会社をたずねているが採用されない

その他

不明・無回答

単位：％サンプル数1,832

40.5

10.0

9.5

8.4

2.6

2.6

1.6

24.7

0 10 20 30 40 50

授産施設・共同作業所に通って作業をしている

障害が重くて仕事はしていない

家族でやっている仕事を手つだっている

会社に勤め仕事をしている

病気だから仕事はしていない

仕事がしたく会社をたずねるが採用されない

年をとっており仕事はしていない

不明・無回答

 

単位：％サンプル数190

21.7

4.7

2.8

2.8

0.9

0.0

0.0

0.9

17.9

18.9

0.0

1.9

27.4

0 10 20 30 40 50

授産施設・共同作業所に通っている

いつも家にいる

家業や家事を手伝っている

病院、診療所などのデイ･ケアに通っている

保健所や市が開催する集いに参加している

パート、アルバイトとして仕事をしている

家で内職をしている

自営している

会社の正社員、従業員として仕事をしている

学校、専門学校、職業訓練校に通っている　

障害者の集まる会合や憩いの場に参加している

その他

不明・無回答

 

単位：％サンプル数106

 

（６）就労の状況 
 

就労の状況をみると、「身体障害者」については、高齢化や病気等により仕事を

していない割合が高い傾向にあります。「知的障害者」「精神障害者」については、

福祉的就労
※ 

 の割合が最も高くなっています。一方、会社勤めについては、「身体

障害者」「知的障害者」において１割弱となっています。 

 

※ 福祉的就労： 
 障害のある人が授産施設や作業所等の福祉的な支援のある環境で仕事を行うことにより、働くことへの意欲
や自信を育て、企業などでの就労へつなげられるように支援を行うこと。 

（身体） 

（知的） 

（精神） 
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17.9

17.1

12.8

12.6

11.4

8.2

6.2

5.8

5.2

4.9

3.8

3.8

3.4

3.1

2.3

1.4

0.9

0.8

3.7

14.4

9.2

44.9

0 10 20 30 40 50

道路などに段差がある

休憩できるベンチなどが少ない

障害者トイレが少ない

手すりなどが少ない

電車・バスなどの乗り降りが不便

障害者用専用駐車場が少ない

道路が狭い

交通手段がない

障害があることで移動の経費が高くなる

エレベーター設備が少ない

外出の援助者がいない

自分の考えを相手に伝えるのが難しい

車いすで買い物・食事ができるお店が少ない

困ったとき、周りの人に助けてもらえない

標識や案内表示がわかりにくい

道路に放置自転車などが多い

視覚障害者用信号が少ない

移動介護ヘルパーの数が少なく利用できない

点字ブロックが少ない

ガイドヘルパーの数が少なく利用できない

その他

不明・無回答

単位：％サンプル数1,197

 

（７）外出の際について 
 

ニーズ調査によると、外出の際に困難なこと（身体障害者）については、道路の

段差や障害者トイレなどハード面への整備が求められる一方、外出しやすくなる条

件（知的障害者）については、ヘルパーの確保といったソフト面の充実が求められ

ており、ハード面のバリアフリー化とともに、ガイドヘルパー
※ 

 等の養成・確保が

必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外出の際困難なこと 
（身体） 

※ ガイドヘルパー： 
 外出時に付き添いが必要な障害者に対して、社会参加を促進するために援助を行う人をいう。 
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21.7

19.2

17.5

15.0

13.3

12.5

6.7

43.3

0 10 20 30 40 50

移動ヘルパーさんをつけてほしい

病院でどの科にいったらいいかわからないし、機械での

予約のやり方がわからないのでヘルパーさんをつけて

ほしい

駅、道や公共の建物などの案内をひらがなで書いてほ

しい

わかりやすい市内地図をつくってほしい

つまずきやすいので、道路を平らにしてほしい

車がこわいので歩道をつけてほしい

その他

不明・無回答

単位：％サンプル数120

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外出しやすくなる条件 
（知的） 
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44.5

40.1

19.0

16.8

14.2

2.2

30.9

0 20 40 60

防災行政無線、区の有線放送

で知らせてほしい

逃げる場所を事前に教えておいてほしい

市役所職員が呼びかけに来てほしい

民生委員が呼びかけに来てほしい

携帯電話に災害情報を送ってほしい

その他

不明・無回答

単位：％サンプル数1,832

43.7

40.5

28.4

28.4

11.6

33.2

0 20 40 60

逃げる場所を教えておいてほしい

防災行政無線、区の有線放送

で知らせてほしい

市役所職員が呼びかけに来てほしい

作業所の職員が教えてくれたり、

見にきてほしい

携帯電話に災害情報を送ってほしい

不明・無回答

単位：％サンプル数190

 

（８）災害時について 
 

災害時の対応として求めることをたずねたところ、災害発生時に防災無線や有線

放送で通知することや、事前に避難経路を定めておくことが多くあげられています。

災害発生時に迅速に住民への情報提供ができるよう緊急時の情報連絡網を整備す

るとともに、避難経路をあらかじめ設定しておくことで災害時に対処できるように

しておく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時の対応に求めるもの 
（身体）

（知的）
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２．「京丹後市障害福祉計画策定に係るアンケート調査」 

 

（１）調査の概要 

 

調査期間 平成 18 年 6 月 12 日～平成 18 年 6 月 30 日 

調査対象 
京丹後市在住の身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手

帳所持者及び障害児の福祉サービス利用者全員を対象 

調査の種類 

①身体・知的障害者対象アンケート調査 

（身体障害者手帳、療育手帳をお持ちの方） 

②精神障害者対象アンケート調査 

（精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方） 

③障害児対象アンケート調査 

（上記の手帳をお持ちで満 18 歳未満の方） 

 

対象者 配布数 有効回収数 有効回収率 

身体障害者手帳 

療育手帳 
120 77 64.2％

精神障害者 

保健福祉手帳 
18 11 61.1％

障害児 84 45 53.6％

合 計 222 133 59.9％

 

■ 数値の見方 

 

○ 回答結果は、少数第２位を四捨五入しており、比率の合計が 100.0％にな

らないことがあります。 

○ 複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対してそれぞれの

割合を示しています。そのため、合計が100.0％をこえる場合があります。 

  ○ グラフのＮ数（number of case）及びサンプル数は、有効標本数（集計対

象者総数）を表しています。 

○ 設問の表題、選択肢について長い文は簡略化している場合があります。 
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35.0

30.0

2.5

17.5

37.5

12.5

17.5

30.0

27.5

37.5

0 25 50 75 100

ホームヘルプ

ガイドヘルプ

ショートステイ

グループホーム

行動援護

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数40

36.4

43.6

12.7

34.5

16.4

25.5

41.8

30.9

50.9

47.3

0 25 50 75 100

ホームヘルプ

ガイドヘルプ

ショートステイ

グループホーム

行動援護

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数55

 

（２）在宅サービス 

 

アンケート調査から、在宅サービスの利用状況、利用意向をみると、全体的に「ガ

イドヘルプ」「ショートステイ」の利用度、利用意向が高い傾向にあります。しか

し、一方で、「知的障害者」では「グループホーム」、「精神障害者」では「ホーム

ヘルプ」、「障害児」では「障害児デイサービス」の利用意向が高く、各障害種別に

よってニーズが異なることもうかがえます。 

各種障害種別の傾向をみると、「身体障害者」については、「ガイドヘルプ」「シ

ョートステイ」において利用度、利用意向が３割をこえる結果となっています。 

「知的障害者」の利用状況をみると、「ショーステイ」が 43.6％、「ガイドヘル

プ」が36.4％と高い値を示しています。一方、利用意向をみると、「ショーステイ」

が50.9％と最も高く、次いで「グループホーム」が47.3％と利用状況を大きく上

回る値を示しています。 

「精神障害者」については、「ホームヘルプ」において、利用度、利用意向が６

割をこえる結果となっています。 

「障害児」の利用状況をみると、「障害児デイサービス」が 48.9％と最も高く、

次いで「ガイドヘルプ」が28.9％となっています。利用意向についてみると、「障

害児デイサービス」が75.6％と最も高く、次いで「ガイドヘルプ」が40.0％、「シ

ョートステイ」が35.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（身体） （知的） 



 29

0.0

0.0

9.1

9.1

36.4

18.2

18.2

36.4

9.1

0.0

72.7

27.3

36.4

27.3

63.6

36.4

27.3

27.3

0 25 50 75 100

ホームヘルプ

ガイドヘルプ

ショートステイ

グループホーム

生活訓練施設

福祉ホーム

通所授産施設・

小規模授産施設

精神障害者地域生活

支援センター

社会適応訓練事業

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数11

28.9

17.8

8.9

75.6

6.7

48.9

28.9

35.6

24.4

40.0

0 25 50 75 100

ホームヘルプ

ガイドヘルプ

ショートステイ

行動援護

障害児デイサービス

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数45

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（精神） （障害児） 
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46.7

6.7

0.0

11.1

0.0

0 25 50 75 100

重度心身障害児施設

知的障害児通園施設

肢体不自由児通園施設

盲・ろうあ児施設

難聴幼児通園施設

障害児（Ｎ＝45）

 

単位：％

15.0

37.5

27.5

25.0

14.5

21.8

58.2

41.8

0 25 50 75 100

療護施設 

更生施設 

授産施設・

小規模授産施設

福祉工場 

身体（Ｎ＝40） 知的（Ｎ＝55）

 

単位：％

 

（３）施設サービス 

 

アンケート調査から、施設サービスの利用意向をみると、「身体障害者」「知的障

害者」ともに「授産施設・小規模授産施設」の割合が最も高く、次いで「福祉工場」

となっており、ともに日中活動の場や福祉的就労の場に関する利用意向が高い結果

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他のサービス 

 

アンケート調査から、その他サービスの利用状況、利用意向をみると、全体的に、

「地域生活支援センター」や「療育相談」等の相談サービスや、「福祉タクシー利

用券助成」といった外出支援に関する利用度、利用意向が高い傾向にあります。 

各種障害種別の傾向をみると、「身体障害者」の利用意向については、「福祉タク

シー利用券助成」「日常生活用の給付」「地域生活支援センター」の割合が高くなっ

ています。 

「知的障害者」の利用意向については、「福祉タクシー利用券助成」「地域生活支

援センター」「療育相談」の割合が高くなっています。 

「障害児」の利用意向については、「療育相談」「育成医療の給付」「福祉タクシ

ー利用券助成」の割合が高くなっています。 

施設サービス利用意向 
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25.5

25.5

9.1

5.5

0.0

0.0

0.0

67.3

16.4

0.0

5.5

61.8

14.5

7.3

9.1

18.2

29.1

47.3

34.5

32.7

14.5

7.3

0 20 40 60 80

療育相談

更生医療の給付

地域生活支援センター 

障害者相談員

補装具の交付・修理 

日常生活用具の給付 

重度身体障害者住宅改造

助成 

身体障害者用自動車改造

費助成

手話通訳者の派遣 

要約筆記奉仕員の派遣

福祉タクシー利用券助成

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数55

15.6

15.6

11.1

44.4
33.3

33.3

44.4

62.2

15.6

26.7

0 20 40 60 80

療育相談

育成医療の給付

補装具の交付・修理

日常生活用具の給付

福祉タクシー利用券助成

利用している 今後利用したい

 

単位：％サンプル数45

30.0

30.0

22.5

12.5

5.0

17.5

5.0

60.0

45.0

20.0

10.0

47.5

32.5

47.5

10.0

12.5

27.5

35.0

22.5

52.5

32.5

52.5

0 20 40 60 80

療育相談

更生医療の給付

地域生活支援センター 

障害者相談員

補装具の交付・修理 

日常生活用具の給付 
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単位：％サンプル数40

 

 

 

 

（身体） （知的） 

（障害児） 
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単位：％

 

（５）サービス利用に関する不満 

 

アンケート調査から、サービス利用に関する不満をみると、「身体障害者」「知的

障害者」において「利用したいサービスが近くにない」の割合が高い結果となって

います。一方「精神障害者」「障害児」については、「どんなサービスがあるのかよ

く分からない」の割合が高くなっており、サービス内容の周知やサービス提供事業

所に関する情報提供の充実が必要となります。 
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第３節 障害者福祉を取り巻く課題 

１．障害・障害のある人への理解の促進 

 

障害のある人もない人も互いに尊重し合い、ともに地域で暮らすノーマライゼー

ションの理念が普及する中、京丹後市においても障害への理解を促進するため市の

広報紙やホームページ等を活用し、様々な啓発活動を実施しています。しかし、依

然として障害のある人に対する理解が十分とまでは言えない状況であり、特に、新

たな障害としての発達障害や精神障害に対する理解が進んでいないのが現状とな

っています。ニーズ調査の結果によると、障害福祉を進めるために必要なことにつ

いて、障害者への理解に関する項目が上位にあげられており、障害や障害のある人

に対する理解を深める活動の促進を図り、心のバリアを取り除いていくことが課題

となっています。 

 

 

２．新たな障害福祉サービスの提供体制の整備 

 

障害のある人に対する福祉サービスについては、これまでの支援費制度に変わり、

障害者自立支援法が施行され、３障害を区分せず、障害福祉サービスを一元化する

「自立支援給付」「地域生活支援事業」が実施されることになりました。しかし、

広大な市域を有する京丹後市では、障害のある人のニーズに対応できる障害福祉サ

ービス提供体制の充実が課題となっています。また、マンパワー
※ 

 の確保や障害の

ある人の自立に結びつく適切なサービス利用を支援するケアマネジメントシステ

ム
※ 

 の構築など、サービスの質の面においても向上を図っていくことが必要となっ

ています。 

 

※ マンパワー： 
 福祉に携わる人的資源。 
 
※ ケアマネジメントシステム： 
 障害者や高齢者が自らの意思に基づいて、利用するサービスを選択肢、決定することを基本とし、それに対
し保健・医療・福祉の専門家が連携(ケアチーム)して身近な地域で支援する仕組みおよびその体制。 
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３．障害のある人の生活支援体制の充実 

 

障害のある人が地域の中で自立した生活を送るには、障害のある人の状況や生活

実態に応じた利用者本位の支援体制を整備、充実することが必要となります。京丹

後市では、これまで支援費制度を中心に様々な生活支援を行ってきましたが、重度

障害者に対するサービスや受け皿、介護者の負担軽減、障害のある人の生活の場の

確保などが求められています。障害者の多くは通院が必要な疾病を抱えており、保

健、医療、福祉のそれぞれの分野にわたる総合的な施策の展開が必要となっていま

す。 

また、障害のある人の状況に応じた支援やスポーツ・文化等をはじめとする生き

がいづくりの場を提供していくには、行政機関等が実施する公的なサービスや制度

だけでなく、地域に暮らす住民や当事者団体、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業な

ど地域の活動との連携・協力が必要不可欠となります。そのため、地域との連携・

協働体制づくりを行っていくことも重要な課題となっています。 

 

 

４．社会参加・自立に向けた支援体制づくり 

 

障害のある人一人ひとりが、自立し、社会参加を果たしていくには、乳幼児期か

ら一貫した支援・教育を一人ひとりの状態や教育ニーズに応じて行っていくことが

重要となります。そのためには、学校・保育所等における内部体制の整備だけでな

く、養護学校をはじめ医療機関や児童相談所、障害児通園施設等と連携し、障害の

発見から一貫した支援が行える体制を整備していくことが重要な課題となります。 

また、障害のある人が社会の構成員としての役割を果たすうえで、また、自己実

現を図るうえで、職業生活において自立することの意義は極めて大きいものがあり

ます。しかし、現状では、障害者の雇用・就業については依然として厳しい状況と

なっており、就業前・就業後を含めた総合的な支援の拡充と体制づくりを行ってい

くことが課題となっています。 
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５．障害のある人が安心して暮らせる環境づくり 

 

近年、台風や局地的な豪雨などの自然災害による人的な被害も後を絶たず、災害

をはじめとする緊急時の救援体制の整備は障害のあるなしを問わず重要な課題と

なっています。特に障害のある人にとっては、身近な地域の協力による救援体制づ

くりが最も重要なことから、今後、地域との連携・協働のもと、救援体制づくりを

進めるとともに、声かけや安否確認等の日常的な見守り体制づくりも課題となりま

す。 

また、障害のある人が地域の中で生活するため、その拠点となる住宅環境の整

備・改善や道路、交通、公共施設等のバリアフリー化について、すべての人々が利

用しやすいユニバーサルデザイン
※ 

 の考え方のもと、引き続き整備を進めていくこ

とが必要となります。 

 

※ ユニバーサルデザイン： 
 ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言葉が示しているように、「すべての人のためのデザイン」を意
味し、年齢や障害などにかかわらず､あらゆる人が利用しやすいように製品や都市、生活環境をデザインす

るという考え方。 


